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セクシュアルハラスメント防止対策の周知について 

 

 

時下、益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。 

さて、セクシュアルハラスメントについては、政府を挙げてその被害の予防・救

済・再発防止のための施策が検討され、「すべての女性が輝く社会づくり本部」にお

いて「女性活躍加速のための重点方針 2018」(別添 1)が決定され、「セクシュアルハ

ラスメント対策の強化について」(別添 2)において「セクシュアルハラスメント防止

に係る制度の周知、改善」等が盛り込まれたところです。 

セクシュアルハラスメントは、働く人の個人としての尊厳を不当に傷つける社会

的に許されない行為であり、働く人が能力を発揮する妨げにもなり、企業にとって

も職場秩序の乱れや業務への支障につながり、社会的評価に悪影響を与えかねない

問題です。 

平成 29 年度に都道府県労働局に寄せられたセクシュルアハラスメントの相談は

6,808 件と、いまだに高止まりであり、また、「平成 28 年度の雇用均等基本調査」

によれば、セクシュアルハラスメントの防止対策に取り組んでいる企業割合は、

58.2％にとどまっています。 

今般、厚生労働省雇用環境・均等局長から別添 3 及び 4 のリーフレットを活用し、

セクシュアルハラスメントの防止の必要性及び法令に基づき必要となる取組等につ

いて理解を深め、セクシュアルハラスメントのない職場づくりに向けた企業の取組

を促進するよう、周知依頼がありました。 

つきましては、貴協会会員の皆様に対し、セクシュアルハラスメントの防止対策

について周知下さいますようお願い申し上げます。 

 

担当：労働部 又木 
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